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（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年３月期  11,050  10.6  505 △28.7  548  △27.3  448  1.2
23年３月期  9,993  2.2  708  7.8  754  5.8  443  31.3

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

自己資本
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年３月期  81.72 －  3.3  3.1  4.6
23年３月期  80.78 －  3.3  4.3  7.1

（参考）持分法投資損益 24年３月期 －百万円   23年３月期 －百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

24年３月期  17,895  13,939  77.9  2,541.04
23年３月期  17,726  13,563  76.5  2,472.46

（参考）自己資本 24年３月期 13,939百万円   23年３月期 13,563百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による

キャッシュ・フロー 
財務活動による

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

24年３月期  943 △993  △82  2,252
23年３月期  980 △1,547  △82  2,384

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 純資産
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年３月期 －  7.50 － 7.50 15.00  82 18.6 0.6
24年３月期 －  7.50 － 7.50 15.00  82 18.4 0.6
25年３月期（予想） －  7.50 － 7.50 15.00   16.0

３．平成25年３月期の業績予想（平成24年４月１日～平成25年3月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計）  6,114  3.5  468  53.9  482  46.5  296  47.6  54.05
通期  11,513  4.2  806  59.6  833  52.0  513  14.5  93.56



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  
（２）発行済株式数（普通株式） 

  
  
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  
 （決算補足説明資料の入手方法）  
    

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年３月期 5,749,000株 23年３月期 5,749,000株

②  期末自己株式数 24年３月期 263,230株 23年３月期 263,230株

③  期中平均株式数 24年３月期 5,485,770株 23年３月期 5,485,785株

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取

引法に基づく財務諸表に対する監査手続は終了していません。

本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績（１）経

営成績に関する分析」をご覧下さい。

決算補足説明資料（決算説明資料）は、当社ホームページに同日掲載しております。



  

  

○添付資料の目次

１．経営成績 …………………………………………………………………………………………………………………  2
（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2
（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  3
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………………  5
（４）事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  5

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………………………………………  7
３．経営方針 …………………………………………………………………………………………………………………  7
（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………………  7
（２）目標とする経営指標 ………………………………………………………………………………………………  7
（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 ………………………………………………………………  7

４．財務諸表 …………………………………………………………………………………………………………………  8
（１）貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………………  8
（２）損益計算書 …………………………………………………………………………………………………………  11
（３）株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………………  15
（４）キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………………………  18
（５）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  20
（６）重要な会計方針 ……………………………………………………………………………………………………  20
（７）追加情報 ……………………………………………………………………………………………………………  21
（８）財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………………………  21

（貸借対照表関係） …………………………………………………………………………………………………  21
（損益計算書関係） …………………………………………………………………………………………………  22
（株主資本等変動計算書関係） ……………………………………………………………………………………  23
（キャッシュ・フロー計算書関係） ………………………………………………………………………………  24
（リース取引関係） …………………………………………………………………………………………………  24
（金融商品関係） ……………………………………………………………………………………………………  25
（有価証券関係） ……………………………………………………………………………………………………  28
（デリバティブ取引関係） …………………………………………………………………………………………  29
（持分法損益等） ……………………………………………………………………………………………………  29
（関連当事者情報） …………………………………………………………………………………………………  30
（税効果会計関係） …………………………………………………………………………………………………  31
（退職給付関係） ……………………………………………………………………………………………………  32
（ストック・オプション等関係） …………………………………………………………………………………  32
（資産除去債務関係） ………………………………………………………………………………………………  32
（賃貸等不動産関係） ………………………………………………………………………………………………  33
（セグメント情報等） ………………………………………………………………………………………………  35
（１株当たり情報） …………………………………………………………………………………………………  38
（重要な後発事象） …………………………………………………………………………………………………  38

５．その他 ……………………………………………………………………………………………………………………  39
営業実績 ………………………………………………………………………………………………………………  39

東部ネットワーク㈱（9036）平成24年3月期決算短信［日本基準］（非連結） 

－ 1 －



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績  

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要が動き始めましたことに加え、米国経済の復調傾向

や欧州債務問題が後退し、円高の修正も進みましたので、景気は緩やかに持ち直してまいりました。 

当貨物自動車運送業界におきましては、主要貨物である消費関連・生産関連・建設関連貨物の輸送量がそれぞれ

減少いたしましたことに加え、燃料費が大幅に上昇し、厳しい状況下にあります。 

当社はこのような状況下、３ＰＬ事業（物流の一括受注）を推進するロジスティクス・イノベーションによる合

理化提案等が採用され、期首に東部北陸物流センター（富山県：延床面積21,067㎡）と、平成24年1月には東部海

老名物流センター（神奈川県：延床面積36,363㎡）の両センターを開業し、今期進めた収益の構造改革成果と新輸

送システムによる増収もあり、国内輸送量が前年同期比3.4％減少する中で、貨物自動車運送事業は前年同期比

16.2％の増収となりました。 

さらに、社会との共生を基本理念とする当社は、東部北陸物流センター開設記念として、富山県砺波市美術館に

おいて『祈りのひかり展』を、東部海老名物流センター開設記念として、ヨコハマ創造都市センターにおいて『万

葉の世界を醸し出す日本画と草木染の織りなす美の精華展』を文化事業の一環として開催いたしました。 

また、不動産賃貸事業におきましても、保有地の有効活用で、草加施設（埼玉県：延床面積1,011㎡）を平成23

年12月に提供を開始いたしましたことに加え、荷主の繁忙期に臨時保管施設の提供と荷役作業を同時に受注する活

動も行い、成果を上げることができました。一方で、事業領域拡大を目的として、倉庫業の申請を行い、登録第

6831号：平成24年２月20日付で受理されました。 

以上の結果、当事業年度の売上高は、当社史上最高の 千円（前年同期比10.6％増）となりました。 

営業利益につきましては、新規事業関連費用に加えて燃料費高騰による経費等の増加により 千円（前年同

期比28.7％減）、経常利益も 千円（前年同期比27.3％減）となりました。当期純利益は、震災等の影響で

保有不動産価格が下落し、減損損失 千円を計上いたしました。また、税制改正による法定実効税率の変更に

伴い法人税等が減少したことから、 千円（前年同期比1.2％増）となりました。  

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。  

（貨物自動車運送事業） 

 第１営業部門 

ａ．清涼飲料輸送は、前述記載の３ＰＬ事業が北陸と関東で開業いたしましたことと、新輸送システムによる業

務提携効果が出て増収となりました。 

ｂ．びん・容器輸送は、荷主との取引深耕により新規輸送先の獲得ができましたことに加え、複合輸送効果も出

て増収となりました。  

この結果、第１営業部門の売上高は、前年同期比20.7％増となりました。 

第２営業部門 

ａ．石油輸送は、原油価格高騰により節約志向の高まりと低燃費車の普及で輸送量は減少し、減収となりまし

た。 

ｂ．化成品輸送は、当社輸送品質が評価され、新規の納入先を担当することになり増車対応をいたしましたので

増収となりました。 

ｃ．セメント輸送は、この度の被災による護岸工事等の公共事業の増加と、空港施設充実に伴う工事需要等で輸

送量が増加し、増収となりました。 

ｄ．その他輸送は、食品輸送荷主が他社に吸収されましたので輸送提供の解消や、百貨店提供車両で合理化要請

がありましたので減収となりました。 

この結果、第２営業部門の売上高は、前年同期比0.5％増となりました。 

以上から、当貨物自動車運送事業の売上高は、関連業務の荷役作業収入を含め、 千円（前年同期

比16.2％増）となり、セグメント利益は 千円（前年同期比47.4％減）となりました。 

（商品販売事業） 

ａ．当事業の主力商品である石油製品は、３ＰＬ事業により納入先が増加致しましたことに加え、単価の上昇も

あり、増収となりました。 

ｂ．セメント販売につきましては、複数の大口納入先が完工し、販売額が大幅に減少しましたので減収となりま

した。 

ｃ．車両販売等につきましては、大型車販売が不振で売上高が減少いたしましたが、新規事業のソフトウェア販

売が貢献し増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比6.1％減）となり、セグメント利益は 千円

（前年同期比153.1％増）となりました。 

（不動産賃貸事業） 

ａ．当社の提供する各種賃貸施設のうち、自社提供施設につきましては、テナント業の内、一部空室が発生して

おりますものの、新規の東部北陸物流センターや草加施設の提供が開始されましたので増収となりました。 

１．経営成績

11,050,928

505,300

548,603

39,903

448,311

7,390,137

241,793

2,342,868 15,629
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ｂ．借上施設につきましては、３ＰＬ事業の一環として借上施設提供も開始いたしましたので増収となりまし

た。 

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比15.9％増）となり、セグメント利益は 千

円（前年同期比2.4％減）となりました。 

（その他事業） 

ａ．自動車整備事業につきましては、ディーラーと共に『定期的なメンテナンスで修理費の節減を』キャンペー

ンとして無料相談を実施したり、大型車の１日車検をアピールし、増収となりました。 

ｂ．損害保険代理業等につきましては、自動車保険の契約件数が減少いたしましたが、火災保険の大口契約が整

い、増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比12.6％増）となり、セグメント利益は 千円

（前年同期比29.0％増）となりました。  

  

当事業年度売上高の構成 

  

 ② 次期の見通し 

今後の景況につきましては、東日本大震災による復興需要が本格化するものと思われます。しかしながら、荷主の

生産活動を左右する電力供給に不確実性が増しておりますことや、原油価格高騰が続いておりますので、依然として

先行き不透明な状況で推移すると考えられます。 

このような状況下、当社におきましては次のとおり取り組んでまいります。  

主力の貨物自動車運送事業は、国内総物流量が引続き減少傾向にありますので、前期から推進しております３ＰＬ

事業によって、収益の構造改革成果を検証すると共に、更なる成長に向かって事業領域の拡大を目指し、収益性の向

上を図ってまいります。  

商品販売事業では、販売品目の増加とリース事業への参入を検討してまいります。さらに、不動産賃貸事業におき

ましても、提案物流の早期情報入手を目的として、自社物件の有効活用と不動産仲介業への進出が必要と考えており

ます。  

以上を踏まえ、次期の業績予想につきましては、売上高 千円（前年同期比4.2％増）、営業利益

千円（同59.6％増）、経常利益 千円（同52.0％増）、当期純利益 千円（同14.5％増）を見込んでおり

ます。  

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当事業年度末の流動資産は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたしまし

た。 

主な要因は、現金及び預金が 千円、受取手形が 千円、有価証券が 千円それぞれ減少した一

方で、営業未収入金が 千円、前払費用が 千円それぞれ増加したことによるものであります。 

（固定資産） 

当事業年度末の固定資産は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたし

ました。主な要因は、有形固定資産が 千円、無形固定資産が 千円それぞれ減少した一方で、差入保

証金の増加等により投資その他の資産が 千円増加したことによるものであります。 

この結果、資産合計で 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたしまし

た。 

1,229,451 470,943

88,470 38,794

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比 

  

貨物自動車運送事業 

商品販売事業 

不動産賃貸事業 

その他事業 

千円 

 

 

 

 

7,390,137

2,342,868

1,229,451

88,470

％ 

 

 

 

 

66.9

21.2

11.1

0.8

合    計  11,050,928  100.0

11,513,373 806,243

833,867 513,271

3,619,459 3,595,422 24,037

131,976 62,739 20,000

191,565 45,746

14,275,784 14,130,796 144,987

328,602 37,647

511,237

17,895,243 17,726,218 169,025
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（流動負債） 

当事業年度末の流動負債は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円減少いたしまし

た。主な要因は、営業未払金が 千円増加した一方で、未払金が 千円減少したことによるものであり

ます。 

（固定負債） 

当事業年度末の固定負債は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円減少いたしま

した。 

主な要因は、預り建設協力金が 千円増加した一方で、税制改正による税率変更に伴い法定実効税率が変更

となったこと等により、繰延税金負債が 千円減少したことによるものであります。 

この結果、負債合計で 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円減少いたしました。 

（純資産） 

当事業年度末の純資産合計は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いた

しました。主な要因は、税制改正による繰延税金負債の金額の修正等により固定資産圧縮積立金が 千円、

別途積立金が 千円それぞれ増加したことによるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末に比べ 千円減少

し、 千円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は、 千円（前年同期比3.7％減）となりました。主

な増加要因は、税引前当期純利益 千円、減価償却費 千円などであり、主な減少要因は、売上債権の

増加額 千円、法人税等の支払額 千円などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、投資活動の結果支出した資金は、 千円（前年同期比35.8％減）となりました。主

な減少要因は、有形固定資産の取得による支出 千円、差入保証金の差入による支出 千円などによる

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、財務活動の結果支出した資金は、 千円（前年同期比0.1％減）となりました。減少

要因は、配当金の支払額であります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

1,425,167 1,489,153 63,986

108,769 190,582

2,530,513 2,673,740 143,226

48,455

179,721

3,955,680 4,162,894 207,213

13,939,562 13,563,324 376,238

138,974

250,000

131,976

2,252,994

943,929

544,528 671,279

128,825 318,487

993,619

475,492 504,111

82,286

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率（％） 76.9 77.2 77.4 76.5 77.9 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
23.9 17.1 19.2 17.8 18.3 

キャッシュ・フロー対有利子負

債比率（％） 
25.8 21.7 26.7 29.3 35.7 

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ（倍） 
173.9 206.4 219.1 154.2 150.1 
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 (3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付けており、継続的かつ安定的で適正

な利益配分に取り組んでいくことを基本方針としており、利益配当につきましては、１株当たり年間15円00銭を維

持しつつ、経営環境や業績等を総合的に勘案して決定してまいりたいと考えております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、期末配当は、１株当たり７円50銭を予定しており、既に

実施済みの中間配当金１株当たり７円50銭とあわせまして、当事業年度の年間配当金は、１株当たり15円00銭とな

る予定であります。 

次期の予想配当に関しましては、１株当たり年間15円00銭（中間配当７円50銭、期末配当７円50銭）を予定して

おります。 

内部留保金の使途につきましては、輸送力の更新・強化、事業施設の拡充及び環境問題への対応や今後の事業展

開のために有効投資し、経営基盤の一層の強化に努め、事業拡大を図る方針であります。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。  

  

(4）事業等のリスク 

   当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものが想定されます。 

① 取引先との集中度について 

特定の取引先(荷主)に係る集中度につきましては、売上高の10％を超える取引先が３社あります。上位３社

との取引関係は良好かつ安定的に推移しておりますが、当業界における環境の変化、または予期せぬ事象等に

より契約解消となった場合には、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

このリスク管理として、各事業所の特定荷主に特化してきた事業体制を複合化物流システムに切り替え、集

中度の緩和に努めてまいります。 

② Ｍ＆Ａ、資本提携等について 

当社は、既存の事業基盤にシナジー効果が期待できる事業へのＭ＆Ａ（企業の合併・買収）や資本提携を行

う可能性があります。実施に際しては事前の投資分析・精査等十分な検討を行いますが、買収提携後において

予め想定しなかった結果が生じ、事業計画が当初計画どおり進捗せずに当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

③ 自然災害について 

地震、風水害などの自然災害が発生した場合、当社が保有している賃貸商業設備、物流施設、営業所等の損

壊被害に加え、電力、道路などの社会インフラ機能の低下により、当社の事業運営に直接的または間接的に影

響を受ける可能性があります。災害対策については、防災マニュアル等の整備に努めておりますが、被害を完

全に回避できるものではなく、当社の業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

④ 天候の変動について 

当社が輸送している商品には、天候によって出荷量が左右されるものがあります。特に異常気象や天候不順

による冷夏または暖冬等が発生した場合は、各輸送部門において、輸送数量の減少につながるため、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 輸送コストの上昇について 

当社は、貨物自動車運送事業を主体とすることから、事業遂行にあたり燃料の使用が不可欠であります。 

今現在、安定的かつ適正価格で供給を受けており、また、燃料費の上昇を転嫁する取組みを行っておりま

す。しかしながら、世界の石油情勢の変動により大幅に燃料費が高騰した場合は、輸送コストが上昇し、当社

の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

⑥ 重大な事故の発生について 

当社は、大型トレーラー及び特殊車両等により種々の製品の輸送業務を行っており、安全と輸送品質の向上

に努め、徹底した運行管理を実施しております。しかしながら、重大な事故が発生した場合、取引先の信頼及

び社会的信用が低下するとともに、営業停止等の行政処分を受ける可能性があります。これらの事象は、当社

の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 法的規制について 

当社の貨物自動車運送事業は、各種の法的規制（貨物自動車運送事業法、貨物利用運送事業法等）を受けて

おります。今後、規制内容の変更・強化が生じた場合にはコストの増加等により、当社の事業展開及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。 
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⑧ 不動産賃貸事業について 

賃貸施設である自社ビル等自社賃貸施設及び借上転貸施設は、現在、問題なく稼働しておりますが、既存テ

ナントの解約や契約更新がなされない場合、あるいは賃料の減額要請等があった場合、賃料収入が減少し、当

社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

当社では全ての賃貸施設の稼働を維持し、継続的な収益の確保に努めてまいります。 

⑨ 貸倒れリスク（信用リスク）について 

売上債権、貸付債権等の貸倒損失に備えるため、適正に貸倒引当金を計上しておりますが、取引先の信用悪

化等により貸倒損失が発生することや、貸倒引当金の追加引当によって業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

当社では不良債権の発生抑止のため、取引先毎に与信管理を徹底するとともに債権回収会議を毎月開催し、

リスク管理に努めております。 

⑩ システム関連について 

当社では、業務運営の効率化や他社との差別化を図るため積極的にＩＴ化を推進しており、主力事業の貨物

自動車運送事業においては、コンピュータによる管理・運営の依存度がますます高まってきております。 

今後、業務上使用するコンピュータシステムや回線に重大な不具合、災害等による障害が発生した場合、そ

の障害の規模によっては業務に支障をきたし、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑪ 個人情報の管理について 

当社は、個人情報保護法により定められた個人情報の漏洩防止のため、「個人情報保護管理規程」及び「電

子計算処理データ保護管理規程」を定め個人情報保護の周知徹底を図っております。しかしながら、情報化社

会における個人情報を取り巻く環境は多様化しており、予期せぬ事態により個人情報が漏洩した場合には、当

社の社会的信用の低下や対応のために発生する費用などにより業績に影響を及ぼす可能性があります。  
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（東部ネットワーク株式会社）及び子会社１社により構成され

ており、貨物自動車運送事業、商品販売事業、不動産賃貸事業及びその他事業（自動車整備業、損保代理業等）を主

な事業内容としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

(1) 貨物自動車運送事業………当社及び子会社の相模新栄運送株式会社が行っております。 

 (2) 商品販売事業（石油製品の販売、セメントの販売、車両等の販売）……当社のみが行っております。 

(3) 不動産賃貸事業………当社のみが行っております。 

(4) その他事業 

自動車整備業等……当社のみが行っております。 

  

［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。  

 
   

(1）会社の経営の基本方針、(2）目標とする経営指標、(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

平成23年３月期決算短信（平成23年５月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。  

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.tohbu.co.jp/zaimu.html 

（大阪証券取引所ホームページ（ジャスダック銘柄情報検索ページ）） 

http://www.ose.or.jp/jasdaq  

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,384,970 2,252,994

受取手形 90,116 27,376

営業未収入金 949,698 1,141,263

有価証券 20,000 －

原材料及び貯蔵品 28,791 30,311

前払費用 57,544 103,290

繰延税金資産 49,243 51,864

その他 18,514 16,253

貸倒引当金 △3,458 △3,895

流動資産合計 3,595,422 3,619,459

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  6,466,614 ※1  6,663,228

減価償却累計額 △2,843,515 △3,043,114

建物（純額） ※1  3,623,098 ※1  3,620,113

構築物 ※1  958,267 ※1  968,778

減価償却累計額 △574,868 △639,927

構築物（純額） ※1  383,398 ※1  328,851

機械及び装置 285,768 289,128

減価償却累計額 △228,531 △236,890

機械及び装置（純額） 57,237 52,237

車両運搬具 3,950,133 3,873,088

減価償却累計額 △3,494,775 △3,621,082

車両運搬具（純額） 455,357 252,006

工具、器具及び備品 218,828 227,351

減価償却累計額 △179,679 △199,225

工具、器具及び備品（純額） 39,149 28,125

土地 ※1,2  7,560,765 ※1,2  7,520,861

建設仮勘定 11,791 －

有形固定資産合計 12,130,799 11,802,196

無形固定資産   

ソフトウエア 109,418 142,348

ソフトウエア仮勘定 84,000 13,543

その他 11,267 11,146

無形固定資産合計 204,686 167,038

投資その他の資産   

投資有価証券 707,739 682,067

関係会社株式 22,102 22,102
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

長期前払費用 28,186 46,723

長期預金 100,000 100,000

保険積立金 － 15,087

差入保証金 925,692 1,429,180

その他 11,595 11,391

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 1,795,311 2,306,548

固定資産合計 14,130,796 14,275,784

資産合計 17,726,218 17,895,243

負債の部   

流動負債   

支払手形 81,466 23,669

営業未払金 651,050 759,820

未払金 242,585 52,003

未払費用 155,872 180,915

未払法人税等 165,196 113,256

未払消費税等 － 88,443

前受金 92,506 91,387

預り金 7,265 24,452

賞与引当金 69,748 69,574

役員賞与引当金 22,020 21,040

割賦利益繰延 1,441 604

流動負債合計 1,489,153 1,425,167

固定負債   

預り建設協力金 296,526 344,981

繰延税金負債 1,272,242 1,092,521

再評価に係る繰延税金負債 ※2  148,692 ※2  123,215

退職給付引当金 5,440 4,753

役員退職慰労引当金 85,300 93,700

長期前受金 61,153 64,812

長期預り保証金 ※1  802,787 ※1  794,621

資産除去債務 1,597 11,908

固定負債合計 2,673,740 2,530,513

負債合計 4,162,894 3,955,680
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 553,031 553,031

資本剰余金   

資本準備金 527,524 527,524

その他資本剰余金 197 197

資本剰余金合計 527,722 527,722

利益剰余金   

利益準備金 89,411 89,411

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 1,841,603 1,980,578

別途積立金 10,252,160 10,502,160

繰越利益剰余金 839,211 829,145

利益剰余金合計 13,022,386 13,401,295

自己株式 △194,955 △194,955

株主資本合計 13,908,184 14,287,092

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 110,506 102,271

土地再評価差額金 ※2  △455,366 ※2  △449,801

評価・換算差額等合計 △344,860 △347,530

純資産合計 13,563,324 13,939,562

負債純資産合計 17,726,218 17,895,243
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

営業収益   

運送収入 6,357,778 7,390,137

不動産賃貸収入 1,061,168 1,229,451

その他の事業収入 78,598 88,470

営業収益合計 7,497,544 8,708,059

商品売上高 2,495,656 2,342,868

売上高合計 9,993,200 11,050,928

売上原価   

営業原価   

運送事業費 5,829,393 7,069,851

不動産賃貸費用 574,562 754,234

その他の事業費用 41,906 43,223

営業原価合計 6,445,862 7,867,308

商品売上原価 2,479,798 2,317,391

売上原価合計 8,925,660 10,184,699

売上総利益 1,067,540 866,228

割賦売上利益調整   

割賦販売未実現利益戻入額 2,388 933

割賦販売未実現利益繰入額 933 399

割賦売上利益調整額 1,454 534

差引売上総利益 1,068,994 866,762

販売費及び一般管理費   

役員報酬 57,900 60,630

給料及び手当 97,495 101,374

賞与 11,929 13,898

賞与引当金繰入額 7,237 6,409

役員賞与引当金繰入額 22,020 21,040

退職給付費用 2,521 2,815

役員退職慰労引当金繰入額 8,500 9,100

法定福利費 22,681 22,705

福利厚生費 3,551 3,385

減価償却費 21,859 15,187

租税公課 19,660 16,103

支払手数料 34,135 32,355

貸倒引当金繰入額 192 437

その他 51,064 56,019

販売費及び一般管理費合計 360,749 361,461

営業利益 708,245 505,300
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 1,699 604

有価証券利息 252 144

受取配当金 21,502 24,090

車両賃貸料 994 600

受取割戻金 2,877 4,485

受取事務手数料 ※1  5,739 ※1  5,874

受取保険金 2,000 －

補助金収入 13,162 6,306

その他 5,570 7,836

営業外収益合計 53,797 49,943

営業外費用   

支払利息 6,358 6,287

貸与資産減価償却費 1,266 351

その他 2 2

営業外費用合計 7,627 6,641

経常利益 754,416 548,603

特別利益   

固定資産売却益 ※2  3,968 ※2  35,969

投資有価証券売却益 30,890 －

特別利益合計 34,859 35,969

特別損失   

固定資産売却損 ※3  4 ※3  －

固定資産除却損 ※4  33 ※4  140

減損損失 ※5  22,190 ※5  39,903

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,200 －

特別損失合計 23,428 40,044

税引前当期純利益 765,846 544,528

法人税、住民税及び事業税 314,407 266,790

法人税等調整額 8,276 △170,573

法人税等合計 322,683 96,216

当期純利益 443,163 448,311
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１ 営業原価 

(1）運送事業費 

(2）不動産賃貸費用 

売上原価明細書

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 人件費          1,834,706  31.5        1,888,016  26.7

(うち賞与引当金繰入
額)         (62,020)             (62,546)      

(うち退職給付費用)         (15,955)             (15,813)      

Ⅱ 経費                                      

傭車料    2,203,230              3,125,990            

減価償却費    356,289              422,880            

その他    1,435,166  3,994,686  68.5  1,632,963  5,181,834  73.3

営業原価          5,829,393  100.0        7,069,851  100.0

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 経費                                      

減価償却費    147,454              226,317            

賃貸用施設借上料    332,304              369,002            

その他    94,803  574,562  100.0  158,914  754,234  100.0

営業原価          574,562  100.0        754,234  100.0
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(3）その他の事業費用 

２ 商品売上原価 

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅰ 人件費          16,056  38.3        16,335  37.8

(うち賞与引当金繰入
額)         (490)             (618)      

(うち退職給付費用)         (182)             (172)      

Ⅱ 経費                                      

減価償却費    775              723            

その他    25,074  25,849  61.7  26,163  26,887  62.2

営業原価          41,906  100.0        43,223  100.0

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 期首商品棚卸高   － －

Ⅱ 当期商品仕入高    2,479,798  2,317,391

合計    2,479,798  2,317,391

Ⅲ 期末商品棚卸高   － －

商品売上原価    2,479,798  2,317,391
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 553,031 553,031

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 553,031 553,031

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 527,524 527,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 527,524 527,524

その他資本剰余金   

当期首残高 197 197

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 197 197

資本剰余金合計   

当期首残高 527,722 527,722

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 527,722 527,722

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 89,411 89,411

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 89,411 89,411

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 1,855,638 1,841,603

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △14,034 △12,801

実効税率変更による固定資産圧縮積
立金の増加

－ 151,776

当期変動額合計 △14,034 138,974

当期末残高 1,841,603 1,980,578

別途積立金   

当期首残高 10,052,160 10,252,160

当期変動額   

別途積立金の積立 200,000 250,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当期変動額合計 200,000 250,000

当期末残高 10,252,160 10,502,160

繰越利益剰余金   

当期首残高 664,300 839,211

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 14,034 12,801

実効税率変更による固定資産圧縮積
立金の増加

－ △151,776

別途積立金の積立 △200,000 △250,000

剰余金の配当 △82,287 △82,286

当期純利益 443,163 448,311

土地再評価差額金の取崩 － 12,883

当期変動額合計 174,910 △10,066

当期末残高 839,211 829,145

利益剰余金合計   

当期首残高 12,661,510 13,022,386

当期変動額   

剰余金の配当 △82,287 △82,286

当期純利益 443,163 448,311

土地再評価差額金の取崩 － 12,883

当期変動額合計 360,876 378,908

当期末残高 13,022,386 13,401,295

自己株式   

当期首残高 △194,894 △194,955

当期変動額   

自己株式の取得 △61 －

当期変動額合計 △61 －

当期末残高 △194,955 △194,955

株主資本合計   

当期首残高 13,547,370 13,908,184

当期変動額   

剰余金の配当 △82,287 △82,286

当期純利益 443,163 448,311

自己株式の取得 △61 －

土地再評価差額金の取崩 － 12,883

当期変動額合計 360,814 378,908

当期末残高 13,908,184 14,287,092
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 193,395 110,506

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82,889 △8,234

当期変動額合計 △82,889 △8,234

当期末残高 110,506 102,271

土地再評価差額金   

当期首残高 △455,366 △455,366

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 5,564

当期変動額合計 － 5,564

当期末残高 △455,366 △449,801

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △261,971 △344,860

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82,889 △2,670

当期変動額合計 △82,889 △2,670

当期末残高 △344,860 △347,530

純資産合計   

当期首残高 13,285,399 13,563,324

当期変動額   

剰余金の配当 △82,287 △82,286

当期純利益 443,163 448,311

自己株式の取得 △61 －

土地再評価差額金の取崩 － 12,883

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82,889 △2,670

当期変動額合計 277,925 376,238

当期末残高 13,563,324 13,939,562
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 765,846 544,528

減価償却費 527,644 671,279

減損損失 22,190 39,903

貸倒引当金の増減額（△は減少） 192 437

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,398 △174

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,520 △980

退職給付引当金の増減額（△は減少） 410 △687

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,500 8,400

受取利息及び受取配当金 △23,454 △24,840

支払利息 6,358 6,287

投資有価証券売却損益（△は益） △30,890 －

固定資産売却損益（△は益） △3,963 △35,969

固定資産除却損 33 140

売上債権の増減額（△は増加） △61,212 △128,825

仕入債務の増減額（△は減少） 158,710 50,973

預り保証金の増減額（△は減少） 6,154 △8,166

未払消費税等の増減額（△は減少） △17,863 92,958

その他の資産の増減額（△は増加） △35,834 △85,296

その他の負債の増減額（△は減少） △27,167 113,881

小計 1,287,774 1,243,850

利息及び配当金の受取額 23,991 24,853

利息の支払額 △6,358 △6,287

法人税等の支払額 △325,127 △318,487

営業活動によるキャッシュ・フロー 980,279 943,929

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,000 －

定期預金の払戻による収入 410,000 －

有形固定資産の取得による支出 △1,425,237 △475,492

有形固定資産の売却による収入 8,429 37,911

無形固定資産の取得による支出 △31,950 △70,000

投資有価証券の取得による支出 △1,334 △1,360

投資有価証券の売却による収入 92,872 －

投資有価証券の償還による収入 － 20,000

貸付けによる支出 △4,630 △5,388

貸付金の回収による収入 4,184 4,821

差入保証金の差入による支出 △500,000 △504,111

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,547,665 △993,619
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △61 －

配当金の支払額 △82,287 △82,286

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,349 △82,286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △649,735 △131,976

現金及び現金同等物の期首残高 3,034,705 2,384,970

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,384,970 ※1  2,252,994
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該当事項はありません。   

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）重要な会計方針

項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価

方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。  

  (2）子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

  (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。  

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物    ６～50年 

車両運搬具 ２～６年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

  (3）長期前払費用 

 均等償却を行っております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の賞与支給見込額

の当事業年度負担額を計上しております。 

  (3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上し

ております。 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

５．収益及び費用の計上基準  割賦販売品の売上高及び売上原価の計上は、他の販売品と同様引渡基準によ

っておりますが、その販売利益の実現については割賦金の回収期限到来の日を

以て、計上しております。 
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※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行っております。 

なお、税効果会計考慮後の再評価差額は、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法…「土地再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に

定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。 

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日  

  

項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

６．キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 

７．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(8）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

建物  千円 47,250 千円 44,234

構築物   4,985  4,685

土地   347,150  347,150

計  399,386  396,070

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

長期預り保証金  千円 188,641 千円 188,641

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

再評価を行った土地の期末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 
千円△1,872,833 千円△1,965,888

上記差額のうち賃貸等不動産に係るも

の 
千円 △1,175,587 千円 △1,262,780
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※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 減損損失  

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、管理会計上の事業所単位を基本に資産のグルーピング

を行っており、遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

草加施設の再開発による建替えが決定されたことに伴い、除却する固定資産については帳簿価額を全額減額と

し、当該減少額と既存建物等の解体費用を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、減損損失の内訳は、建物 千円、構築物 千円、機械及び装置 千円、解体費用 千円であ

ります。 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、管理会計上の事業所単位を基本に資産のグルーピング

を行っており、遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

東日本大震災の影響による不動産価格の大幅な下落により、該当の著しく低下した固定資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、当事業年度末における回収可能価額の算定は正味売却価額により測定しており、合理的な評価方法により

時価を算定しております。   

（損益計算書関係）

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）  

受取事務手数料 千円 4,800 千円 4,800

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）  

車両運搬具 千円 3,968 千円 35,969

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

車両運搬具 千円 4 千円 －

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

構築物 千円 8 千円 －

機械及び装置  －  56

工具、器具及び備品  24  83

計  33  140

場所 用途 種類
減損損失 

（千円）  

埼玉県草加市  不動産賃貸施設  建物、構築物等   22,190

11,630 3,744 1,389 5,426

場所 用途 種類
減損損失 

（千円）  

茨城県神栖市  営業所  土地    39,903
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前事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加0千株であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

当事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株
式数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  5,749  －  －  5,749

合計  5,749  －  －  5,749

自己株式         

普通株式（注）  263  0  －  263

合計  263  0  －  263

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  41,144  7.50 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  41,143  7.50 平成22年９月30日 平成22年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  41,143 利益剰余金  7.50 平成23年３月31日 平成23年６月29日

  
当事業年度期首株
式数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  5,749  －  －  5,749

合計  5,749  －  －  5,749

自己株式         

普通株式  263  －  －  263

合計  263  －  －  263
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２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

  

  

１．オペレーティング・リース取引（借主側） 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  41,143  7.50 平成23年３月31日 平成23年６月29日 

平成23年11月４日 

取締役会 
普通株式  41,143  7.50 平成23年９月30日 平成23年12月９日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  41,143 利益剰余金  7.50 平成24年３月31日 平成24年６月27日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

    
前事業年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

  現金及び預金勘定 千円 2,384,970 千円 2,252,994

  現金及び現金同等物  2,384,970  2,252,994

    
前事業年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

  有形固定資産の取得に伴う資産除去債務の額 千円 － 千円 10,238

（リース取引関係）

  （単位：千円）

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

１年内 －  625,997

１年超 －  5,264,943

合計 －  5,890,940

  （単位：千円）

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

１年内  78,156  447,893

１年超  1,214,676  1,843,531

合計  1,292,832  2,291,424
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社は設備投資計画に照らして、必要な資金は全額自己資金により充当しており、借入による資金調達は行っ

ておりませんが、借入が必要となる場合には、主に銀行借入による方針となっております。 

また、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な金融商品取引は行わない方針でありま

す。  

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である営業未収入金は、取引先の信用リスクに晒されています。 

当該リスクに関しては、当社の営業管理規程に従い、各部署の管理責任者は、経理部作成の回収予定推移表に

よって、取引先ごとの期日管理、残高管理及び与信限度額管理を行っております。これにより、保有債権の早期

回収を図るとともに、不良債権の発生を未然に防止する対策を講じております。 

有価証券及び投資有価証券は満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格に晒

されていますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

差入保証金は、不動産の賃貸借契約等に基づく金銭の差入であり、差入先の信用リスクに晒されております。

当該リスクについては、相手先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等の早期把握によりリスク軽

減を図っております。 

営業債務である営業未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

預り建設協力金及び長期預り保証金は、不動産の賃貸借契約に際し、賃借人より保証金として受領する預り金

であります。 

また、営業債務、預り建設協力金、長期預り保証金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では各部署か

らの報告に基づき資金収支予算表を作成するとともに、経理部が当座預金等日別残高表を作成・更新するなどに

より、必要な手許流動性預金の管理をしております。 

  

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。 

   

(4）信用リスクの集中  

決算日現在における営業債権のうち前事業年度36.8％、当事業年度39.2％は特定の大口顧客に対するものであ

ります。  

  

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

  貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前事業年度（平成23年３月31日） 

  

当事業年度（平成24年３月31日） 

   

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資  産 

(1）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(2）営業未収入金  

これらは短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。割賦債権については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間

及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。  

なお、営業未収入金の貸借対照表計上額には割賦債権の金利部分が含まれており、当該金利部分は割賦

利益繰延として繰延処理され流動負債に計上しております。  

(3）有価証券及び投資有価証券  

これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によって

おります。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照

下さい。 

(4）差入保証金 

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  2,384,970  2,384,970  －

(2）営業未収入金  949,698  949,663  △34

(3）有価証券及び投資有価証券    

① 満期保有目的の債券  20,000    20,078    78

② その他有価証券  677,699    677,699    －

 資産計  4,032,368  4,032,412  43

(1）営業未払金  651,050  651,050  －

(2）預り建設協力金  296,526  301,840  5,313

(3）長期預り保証金  802,787  768,765  △34,022

負債計  1,750,364  1,721,656  △28,708

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  2,252,994  2,252,994  －

(2）営業未収入金  1,141,263  1,141,232  △31

(3）有価証券及び投資有価証券    

 その他有価証券  652,027    652,027    －

(4）差入保証金  1,317,538    1,081,161    △236,377

 資産計  5,363,823  5,127,414  △236,409

(1）営業未払金  759,820  759,820  －

(2）預り建設協力金  344,981  351,074  6,092

(3）長期預り保証金  794,621  767,322  △27,299

負債計  1,899,423  1,878,216  △21,206
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これらの時価は、賃貸借契約等に基づく賃借期間を返還期限として区分した債権ごとに、信用リスクを

加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

負  債 

(1）営業未払金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 (2）預り建設協力金、(3）長期預り保証金  

これらの時価は、返還期間ごとに区分した債務ごとに、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価

値により算定しております。 

    

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式、関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。また、一部の差入保証金は、返済スケ

ジュールが未確定で将来キャッシュ・フローを見積ることができず時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、時価開示の対象とはしておりません。  

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成23年３月31日） 

  

当事業年度（平成24年３月31日） 

   

４．預り建設協力金の決算日後の返済予定額 

前事業年度（平成23年３月31日） 

  

当事業年度（平成24年３月31日） 

  （単位：千円）

区分  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

非上場株式  30,040  30,040

関係会社株式  22,102  22,102

差入保証金   925,692  111,642

  
１年以内
（千円） 

１年超
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

現金及び預金  2,381,019  －  －  －

営業未収入金  946,552  3,146  －  －

有価証券及び投資有価証券         

  満期保有目的の債券          

  社債  20,000  －  －  －

合計  3,347,571  3,146  －  －

  
１年以内
（千円） 

１年超
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

現金及び預金  2,249,832  －  －  －

営業未収入金  1,139,181  2,082  －  －

合計  3,389,013  2,082  －  －

  
１年以内
（千円） 

１年超
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

預り建設協力金  21,851  92,040  123,085  59,548

  
１年以内
（千円） 

１年超
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

預り建設協力金  26,632  111,954  129,568  76,824
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１．満期保有目的の債券 

前事業年度（平成23年３月31日） 

当事業年度（平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

２．子会社株式 

  子会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式22,102千円、前事業年度の貸借対照表計上額は関係会

社株式22,102千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しており

ません。 

  

３．その他有価証券 

前事業年度（平成23年３月31日） 

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 30,040千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。  

  

当事業年度（平成24年３月31日） 

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 30,040千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。  

（有価証券関係）

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの 

社債  20,000  20,078  78

小計  20,000  20,078  78

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの 

社債  －  －  －

小計  －  －  －

合計  20,000  20,078  78

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式  443,192  238,384  204,808

小計  443,192  238,384  204,808

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式  234,506  254,212  △19,705

小計  234,506  254,212  △19,705

合計  677,699  492,596  185,103

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式  385,912  210,504  175,408

小計  385,912  210,504  175,408

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式  266,114  283,452  △17,337

小計  266,114  283,452  △17,337

合計  652,027  493,956  158,070
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 ４．売却したその他有価証券 

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

前事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）及び当事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３

月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。  

前事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）及び当事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３

月31日） 

 該当事項はありません。 

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額

（千円） 

株式  92,872  30,890  －

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）
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関連当事者との取引 

（ア）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

前事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

  

当事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

  

（イ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

前事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

  

当事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

（注）１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２．上記（ア）の取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社の従業員の平均賃金等を基準として決定しております。 

３．上記（イ）の中村亘宏氏は、当社の代表取締役社長経験者であり、長年の経営経験や知識等を基に現経営陣

に対し、助言等を行ってもらうことを主な目的として相談役を委嘱しております。 

なお、相談役報酬については、取締役会において決定しております。   

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

子会社 
相模新栄運

送㈱ 

相模原市 

中央区  
 10,000
貨物自動車

運送事業 

（所有） 

直接100.0  

運送の委託 

役員の兼任 

事務業務の

受託 
 4,800 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

子会社  
相模新栄運

送㈱  

相模原市 

中央区  
 10,000
貨物自動車

運送事業 

（所有） 

直接100.0  

運送の委託 

役員の兼任 

事務業務の

受託 
 4,800 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

個人主要

株主  
中村亘宏 －     － 当社相談役

（被所有） 

直接25.8  
当社相談役 

相談役報酬

の支払  
 13,200

未払金 

未払費用

7,800

3,900

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

個人主要

株主 
中村亘宏 －   － 当社相談役

（被所有） 

直接25.8  
当社相談役 

相談役報酬

の支払  
 13,200

未払金 

未払費用

8,700

3,900
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ

及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率は従来の40.3％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については37.7％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異については、35.3％となります。 

 この税率変更により、流動資産の繰延税金資産が3,576千円、固定負債の繰延税金負債（固定資産の繰延税金資産の

金額を控除した金額）が153,308千円、再評価に係る繰延税金負債が18,448千円それぞれ減少し、土地再評価差額金

（貸方）が18,448千円、その他有価証券評価差額金（貸方）が7,903千円それぞれ増加し、損益計算書に計上の法人税

等調整額（貸方）は141,827千円増加しております。   

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

繰延税金資産  

貸倒引当金 千円 1,395  千円 1,470

賞与引当金  28,108   26,229

退職給付引当金  2,192   1,757

役員退職慰労引当金  34,375   33,088

減損損失  2,186   14,086

未払事業税  13,007   8,895

未払事業所税  306   286

一括償却資産  747   581

投資有価証券評価損  31,469   27,565

土地再評価差額金  967,576   847,530

その他  30,554   40,829

繰延税金資産小計  1,111,921   1,002,319

評価性引当額  △306,532   △280,151

繰延税金資産計  805,389   722,168

繰延税金負債      

固定資産圧縮積立金  △1,243,159   △1,082,741

その他有価証券評価差額金  △74,596   △55,798

土地再評価差額金  △843,987   △732,244

その他  △15,337   △15,254

繰延税金負債計  △2,177,080   △1,886,039

繰延税金資産（負債）の純額  △1,371,691   △1,163,871

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

  
  

当事業年度
（平成24年３月31日）

法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率との間の差異が

法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  法定実効税率 ％ 40.3

  （調整）   

  交際費等永久に損金に算入されない項目  2.5

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.9

  住民税均等割  0.8

  税率変更に伴う影響額  △26.1

  評価性引当額の増減   1.2

  その他  △0.1

  税効果会計適用後の法人税等の負担率  17.7
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度と確定給付型の制度として退職差額一時金制度を導入しており

ます。 

 なお、当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

前事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）及び当事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３

月31日） 

 該当事項はありません。  

  

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ  当該資産除去債務の概要 

  厚木物流センター及び東部海老名物流センターの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。  

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法 

１．厚木物流センター 

使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は1.36％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。 

２．東部海老名物流センター 

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.476％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。 

ハ  当該資産除去債務の総額の増減 

（注）前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３

月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。 

   

（退職給付関係）

    
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度

（平成24年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円）  △5,440  △4,753  

(2）年金資産（千円）  －  －  

(3）退職給付引当金(1)＋(2)（千円）  △5,440  △4,753  

３．退職給付費用に関する事項  

  
前事業年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

退職給付費用（千円）  18,659  18,800

勤務費用等（千円）  1,914  2,046

確定拠出年金掛金（千円）  16,745  16,754

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

期首残高（注） 千円 1,576 千円 1,597

有形固定資産の取得に伴う増加額  －  10,238

時の経過による調整額  21  72

期末残高  1,597  11,908
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社では、神奈川県及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや物流センター

等の各種賃貸商業施設を所有しております。 

これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円）

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。  

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は東部北陸物流センター新設に伴う用地及び建設工事等（1,478,136千

円）、草加施設用地の追加取得(68,452千円)であり、減少額は草加施設建替えによる減損損失（15,374千

円）、減価償却費（142,278千円）であります。 

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」に基づく

金額（指標等を用いて自社で調整を行ったものを含む。）、その他の物件については「不動産鑑定評価基

準」に定める手法を一部省略した評価に基づき、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて

自社で算定した金額によっております。 

また、当事業年度において新規取得したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、貸

借対照表計上額をもって時価としております。  

また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における損益は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

(注) １．不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用（施設管理費、減価償却費、租税公課等）は、それぞれ「営業収益」及

び「営業原価」に計上されております。  

２．その他損益は、草加施設建替え関連の減損損失であり「特別損失」に計上されております。   

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

当社では、神奈川県及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや物流センタ

ー等の各種賃貸商業施設を所有しております。 

これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円）

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。  

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は草加施設建替えに伴う建設工事等（143,695千円）、東部北陸物流セ

ンター追加工事（24,500千円）、東部ビル空調工事（9,700千円）、減少額は減価償却費（214,622千円）で

あります。 

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」に基づく

金額（指標等を用いて自社で調整を行ったものを含む。）、その他の物件については「不動産鑑定評価基

準」に定める手法を一部省略した評価に基づき、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて

自社で算定した金額によっております。 

また、当事業年度において新規取得したものについては、適切に市場価格を反映していると考えられる指標

を用いて自社で時価を算定しております。  

（賃貸等不動産関係）

貸借対照表計上額 
当事業年度末の時価  

 当事業年度期首残高  当事業年度増減額  当事業年度末残高 

 6,776,907 1,394,309 8,171,217 7,484,966

損益計算書における金額 

 不動産賃貸収入  不動産賃貸費用  差額  その他損益 

 657,806 237,044 420,761 △22,190

貸借対照表計上額 
当事業年度末の時価  

 当事業年度期首残高  当事業年度増減額  当事業年度末残高 

 8,171,217 △36,726 8,134,490 7,190,308
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  また、賃貸等不動産に関する平成24年３月期における損益は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

(注)   不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用（施設管理費、減価償却費、租税公課等）は、それぞれ「営業収益」及

び「営業原価」に計上されております。  

  

損益計算書における金額 

 不動産賃貸収入  不動産賃貸費用  差額  その他損益 

 785,410 368,284 417,125 －
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に営業本部と管理本部を置き、製品・サービスを扱う各事業部門を統括管理し、新規事業の開発

等、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがいまして、当社は、営業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貨物自

動車運送事業」、「商品販売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。 

「貨物自動車運送事業」は、当社の主たる事業として、関東圏を中心に東北圏から近畿圏に輸送ネットワークを

持ち、各種製品の輸送サービスを提供しております。「商品販売事業」は、主に石油製品、セメント及び車両等の

販売をしております。「不動産賃貸事業」は、賃貸オフィスビルや物流センター等の各種賃貸商業施設を提供して

おります。「その他事業」は、自動車整備業及び損保代理業等であります。自動車整備業は、自社整備工場を保有

し、民間車検、車両修理・整備等のサービスを提供しております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。  

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△270,690千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。 

（2）セグメント資産の調整額3,512,387千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。  

（3）減価償却費の調整額21,859千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額915千円は、本社建物の設備投資等であります。  

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。 

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

財務諸表計
上額 
（注）２ 

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計

売上高               

外部顧客への売上高  6,357,778  2,495,656  1,061,168  78,598  9,993,200  －  9,993,200

計  6,357,778  2,495,656  1,061,168  78,598  9,993,200  －  9,993,200

セグメント利益  460,034  6,176  482,659  30,065  978,935  △270,690  708,245

セグメント資産   4,684,805  380,261  9,095,980  52,783  14,213,831  3,512,387 17,726,218

その他の項目                                          

減価償却費  356,289  －  147,454  775  504,518  21,859  526,378

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額  
 407,408  －  1,266,715  840  1,674,963  915  1,675,878
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当事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△261,860千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。 

（2）セグメント資産の調整額3,348,067千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。  

（3）減価償却費の調整額15,187千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額16,466千円は、会計給与システム等であります。  

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。 

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。    

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

財務諸表計
上額 
（注）２ 

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計

売上高               

外部顧客への売上高  7,390,137  2,342,868  1,229,451  88,470  11,050,928  － 11,050,928

計  7,390,197  2,342,868  1,229,451  88,470  11,050,928  － 11,050,928

セグメント利益  241,793  15,629  470,943  38,794  767,160  △261,860  505,300

セグメント資産   5,594,339  356,443  8,527,122  69,271  14,547,176  3,348,067 17,895,243

その他の項目                                          

減価償却費  422,880  5,818  226,317  723  655,739  15,187  670,927

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額  
 161,600  －  170,725  258  332,583  16,466  349,049
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前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単位：千円)

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。   

  

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円)

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

(単位：千円)

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。   

  

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円)

  

ｂ．関連情報

  貨物自動車運送 商品販売 不動産賃貸 その他 合計

外部顧客への売上

高 
 6,357,778  2,495,656  1,061,168  78,598  9,993,200

顧客の氏名又は名称  売上高  関連するセグメント名  

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社  1,590,503 貨物自動車運送事業  

セントラルジャパンロジスティックス株式会社   1,586,203 貨物自動車運送事業 

山村倉庫株式会社   1,369,853 貨物自動車運送事業 

  貨物自動車運送 商品販売 不動産賃貸 その他 合計

外部顧客への売上

高 
 7,390,137  2,342,868  1,229,451  88,470  11,050,928

顧客の氏名又は名称  売上高  関連するセグメント名  

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社  1,872,217 貨物自動車運送事業  

セントラルジャパンロジスティックス株式会社   1,586,615 貨物自動車運送事業 

山村倉庫株式会社   1,483,636 貨物自動車運送事業 
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前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）  

（単位：千円）

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円）

   

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

   

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。   

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

    

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  
貨物自動車運送

事業  
商品販売事業 不動産賃貸事業 その他事業 全社・消去  合計  

減損損失   － － 22,190 －  － 22,190

  
貨物自動車運送

事業  
商品販売事業 不動産賃貸事業 その他事業 全社・消去  合計  

減損損失   39,903 － － －  － 39,903

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（１株当たり情報）

  
  
  

前事業年度
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 2,472.46 円 2,541.04

１株当たり当期純利益金額 円 80.78 円 81.72

  
前事業年度

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益（千円）  443,163  448,311

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  443,163  448,311

期中平均株式数（株）  5,485,785  5,485,770

（重要な後発事象）
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 営業実績  

① 売上高  

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第１営業部門は、清涼飲料、びん・容器輸送、第２営業部門は、石油、化成品等輸送を行っております。

３．貨物自動車運送事業のうち、運送委託の実績は次のとおりであります。   

 （注）１．委託比率は売上高＜貨物自動車運送事業＞に対する運送委託費の割合であります。 

２．主要な運送委託先は、山村倉庫株式会社、中越テック株式会社、相栄産業株式会社等であります。 

３．傭車料には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 主要顧客別売上高状況  

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。  

５．その他

事業区分 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

売上高（千円） 前年同期比（％）

貨物自動車運送事業（注）３  

第１営業部門  5,976,615  120.7

第２営業部門  1,413,522  100.5

小計  7,390,137  116.2

商品販売事業  2,342,868  93.9

不動産賃貸事業  1,229,451  115.9

その他事業 88,470 112.6

合計  11,050,928  110.6

区分 

前事業年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額（千円） 委託比率(％) 金額（千円） 委託比率(％)

傭車料  2,203,230  34.7  3,125,990  42.3

相手先 

前事業年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

売上高（千円）
総売上高に対する
割合(％) 

売上高（千円） 
総売上高に対する
割合(％) 

コカ・コーライーストジャパン

プロダクツ株式会社 
 1,590,503  15.9  1,872,217  16.9

セントラルジャパンロジスティ

ックス株式会社 
 1,586,203  15.9  1,586,615  14.4

山村倉庫株式会社  1,369,853  13.7  1,483,636  13.4
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